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中小企業の経営課題を解決し続けて22年。数多くの企業

様とともに成長の道のりを歩んできた豊富な経験があるカ

スタマーハラスメント・職場ハラスメント対策のプロ

フェッショナル。

近年急増するハラスメント問題に対し、予防から解決ま

で包括的なサポートを提供。企業の安全な職場環境づくり

をトータルでお手伝いします。





カスハラの定義１ 厚生労働省動画

https://youtu.be/28hpgEAx5Qg 厚生労働省作成動画



サービス業・小売業での深刻化
労働者に対する顧客や取引先
からの著しい迷惑行為は、特
にサービス業や小売業で増加
傾向にあります。顧客と直接触
れ合う機会が多い業種では、
威圧的に「責任者を出せ」と
言われたり、「謝罪しろ」「土
下座しろ」といった不当な要
求を受けるケースが後を絶ちま
せん。

机を叩く、大声を出すなどの威嚇行為
動画では、コンビニエンススト
アで「この店はサービスがなっ
てない」と机を叩き、その場に
いる人たちを怖がらせる事例が
紹介されています。こうした威
嚇行為は犯罪に該当する場合が
あります。企業は、悪質なカス
タマーハラスメントが犯罪行為
になり得ることを理解し、労働
者を守ることが求められます。

従業員を守るための対策
労働者に一人で対応・判断をさ
せないこと、拙速に解決を急が
ず問題に向き合うこと、被害者
が「何かおかしい」と感じたら
早めに上司や同僚にSOSを出せ
るよう、日頃から周知しておく
ことが重要です。防犯カメラに
よる記録・録画も、犯罪抑止力
として有効であり、従業員にと
って大きな安心感となります。



カスハラの定義２ 東京都各団体共通マニュアル

SOGIとは性的指向を示す「Sexual Orientation」とジェ
ンダーアイデンティティを示す「Gender Identity」の頭
文字をとった略称です。 SOGIは身体的な性などと共に、
人間の性を構成する要素であり、誰もが有しているも
のです。



カスハラの具体事例（介護）

https://youtu.be/g9F1JdNRc8E 厚生労働省作成動画



対面サービスにおける深刻な事例
介護施設では、利用者の身体に直接触れるケアを行うた
め、フェイス・トゥ・フェイスでの対応が避けられませ
ん。そのため、利用者のご家族からの過度な要求や人格
否定的な発言に晒されるリスクが高くなります。

動画で紹介された事例では、おむつ交換の確認が漏れて
いたことに対して、利用者の家族から「1時間おきにお
むつを変えてくれ」という過度な要求がなされました。
さらに「この仕事向いてないんじゃないか」といった人
格否定的な発言もあり、介護職員が大きな精神的ダメー
ジを受けています。









本日の目的

01
業界特有のリスク理解
ポータブル蓄電池リサイクル業界で発生する可
能性があるカスタマーハラスメントの種類と態
様を具体的に把握します。

02
構造的要因の分析
なぜこの業界でハラスメントが発生しやすいの
か、ビジネスモデルと市場環境の観点から理解
します。

03
実践的対策の習得
従業員を守り、組織を防衛するための具体的な
対応策とツールを学びます。



エンドユーザー
製品を廃棄したい消費者が宅配便や配送業者
を使って指定先に送付

協会（仲介）
メーカーと処理業者の間に立つ調整役として
機能

リサイクル処理業者
実際の処理を実施

直接的な顧客対応は主にメーカー側が担当し、協会は仲介機能に特化しています。メーカー各社には品質管理部門やサポート窓口が設置されており、
エンドユーザーとの最初の接点はこれらの部門が担っています。



重要

排出者負担の原則
リサイクル費用は廃棄を希望するエンドユ
ーザーが負担する仕組みです。

消費者の期待とのギャップ
多くの消費者は無料回収を期待しており、
費用が発生することへの理解が進んでいま
せん。

ハラスメントの主要因
この費用負担の構造が、カスタマーハラス
メントの主要な発生要因の一つとなってい
ます。



受け入れ可能
• ポータブル電源（蓄電池）のみ
• 付帯する電源ケーブル
受け入れ不可
• ノートパソコン
• スマートフォン
• その他の電子機器
この制限は安全性の確保と処理能力の適正化のために設定されていますが、消費者の利便性との間でトレードオフが生じています。



現在の問い合わせ
メールやフォームを中心として1日あたりの問

い合わせ数

将来の予測母数
問い合わせが爆発的に増加すると予測されてい

ます

クレーム発生率
100件の問い合わせに対して約1%がクレームに

発展する試算

ポータブル電源の市場拡大と製品寿命を迎える製品の増加により、今後問い合わせが爆発的に増加すると予測されています。母数が増えればクレー
ムも増えるという認識のもと、体制整備が急務となっています。



カスハラの実態

ポータブル蓄電池リサイクル業界では、新興産業特有の組織的未成熟さと、費用負担・受け入れ制限などの構造的要因が重なり、特有のカスタマー
ハラスメントが発生する可能性があります。



カスハラの主要類型
1 費用負担に関するハラスメント

無料だと思ったのに費用を請求されることへの不満と暴言

2 受け入れ対象外商品の強要
ルール違反を承知で他の電子機器の処分を強要する行為

3 廃棄後の返還要求
処理後に「間違って廃棄した」として返還や賠償を要求

4 時間的・感情的負担
執拗な問い合わせや⾧時間の電話による拘束

5 責任転嫁型
三層構造を悪用した責任の押し付け合い

6 優越意識に基づく攻撃
「お客様は神様」意識からの暴言や人格攻撃



類型1

「無料だと思ったらお前んとこは金を取るのか」

発生メカニズム
多くの消費者はリサイクルや廃棄物処理を無料で行えると期待していま
す。特に家電リサイクル法の対象となる大型家電とは異なり、ポータブ
ル電源のリサイクルについての認知度は低く、費用が発生することへの
理解が進んでいません。

具体的な言動例
• 「ただで引き取れ」という一方的な要求
• 費用を支払うことへの執拗な抗議
• 「他では無料だった」という虚偽の主張
• 値下げ要求のエスカレート

このギャップが理不尽な要求や暴言につながる土壌となっており、正当な商取引の範囲を超えた不当な要求として、カスタマーハラスメントに該当
します。



無料回収の強要
「こんな危険なものを売っておいて、処分にまで金を取るのか」と
理不尽な論理で無料回収を要求する

他社比較の虚偽主張
「○○社では無料だった」と事実無根の主張をして値下げを迫る

送料負担への抵抗
「もう使わないゴミになぜ金を払わなければならないのか」と送料
の元払いを拒否

金銭要求への転化
「処分する手間賃を払え」「精神的苦痛を受けたから慰謝料をよこ
せ」という恐喝まがいの要求



類型2

業界の明確なルールとして、ポータブル電源（蓄電池）のみを受け入れ対象としてお
り、ノートパソコンやスマートフォンなどの他の電子機器は受け入れていません。し
かし、消費者の中には「同じ電子機器なのだから一緒に処分しろ」という理不尽な要
求をする者が出現する可能性があります。



1意図的な混入
宅配便で送付する方式を悪用し、開封するまで内容物が分から
ないという盲点を利用して、受け入れ対象外の商品を意図的に

混入させる 2 発見と通知
開封後に受け入れ対象外商品が発見され、返送を求める連絡を
行う3不当な要求

「もう送ったのだから処理しろ」「返送費用はそちらで負担し
ろ」といった不当な要求をされる

重要: 宅配便での送付方式は物流コストの効率化と安全性の確保を両立させる方法として機能していますが、この盲点を悪用されるリスク
があります。



類型3

「バッテリー捨てたけどこれ間違って廃棄してたから返せ」

問題の本質
リサイクル処理が既に開始または完了している場合、物理的に返還す
ることは不可能です。しかし、それでも執拗に返還を求め、応じられな
いと分かると慰謝料や損害賠償を要求するといったエスカレーション
が予想されます。

責任転嫁の構造
このタイプのハラスメントは、消費者側の確認不足や判断ミスに起因
するものであるにもかかわらず、その責任を事業者側に転嫁しようとす
る典型的なパターンです。



初期段階
「間違って捨ててしまった」という連絡

要求の強化
「すぐに返せ」「探せ」という執拗な要求

不可能の説明
処理済みで返還不可能であることを説明

金銭要求への転化
「慰謝料を払え」「損害賠償しろ」という要求



類型4

問い合わせ母数
今後爆発的に増加すると予測される問い合わせ数

クレーム発生率
統計的に一定割合でクレームや理不尽な要求をする顧客が出現

問い合わせが今後「爆発的に増える」という予測があります。母数が増えれば、統計的に一定割合でクレームや理不尽な要求をする顧客が出現しま
す。「100件に1件がクレームになる」という試算は、決して少ない数字ではありません。



繰り返しの問い合わせ
同じ問い合わせを何度も繰り返し、担当者の時間を奪う

非常識な時間帯
深夜や早朝に連絡し、プライベートな時間を侵害する

担当者交代の要求
「上司を出せ」「担当を変えろ」と執拗に要求する

⾧時間の電話拘束
電話を切らせず、⾧時間にわたり拘束する

大量投稿
メールやフォームへの大量投稿で業務を妨害する

テキストベースの暴言
メールやフォームを中心とした対応体制を取っているため、執拗な
問い合わせや暴言が増加する可能性



類型5

この業界の構造的特徴として、メーカー→協会→エンドユーザーという三層構造があ
るため、責任の所在が不明確になりやすい状況があります。



メーカーが悪い
製品を製造・販売した責任を追及

協会が悪い
仲介業務の不備を攻撃

配送業者が悪い
輸送過程での問題を主張

顧客がすべての関係者に対して同時に苦情を申し立て、責任を押し付け合いの構図を作り出す行為が想定されます。また、メーカーのサポート窓口
で解決できなかった問題を協会に持ち込み、「メーカーでは対応してくれなかった」という不満を爆発させるケースも考えられます。



類型6

「お客さんが偉いんだみたいな形で何でも言う事聞けみたいな」

サービス業に対する誤った優越性意識から、暴言、侮辱、人格攻撃、脅迫といった行為に及ぶ可能性があります。「金を払っているのだから何を要求
してもいい」という誤った認識に基づき、従業員に対する人格否定、能力の侮辱、さらには個人情報を聞き出そうとする行為なども想定されます。



人格否定
「バカ」「死ね」「給料泥棒」「役立たず」といった従業員の人格を否定

する暴言

能力の侮辱
「こんなこともできないのか」「使えない」という能力への攻撃

個人情報の要求
名前、住所、連絡先などの個人情報を聞き出そうとする行為

脅迫的言動
「上司に言うぞ」「クビにしてやる」といった脅迫



類型7

専門性の必要性
ポータブル電源のリサイクルには、安全
性の確保や適切な処理方法の選択とい
った専門的な判断が必要です。特に、バ
ッテリーの安全性に関わる慎重な取り
扱いの必要性があります。

無理解からの攻撃
これらの技術的背景を理解しない顧客
が「なぜすぐに処理できないのか」「
なぜこんなに手続きが必要なのか」と
理不尽な要求をする可能性があります。



手続き省略の要求
「面倒くさい手続きを省略しろ」とい
う安全性を無視した要求

即時処理の強要
「なぜすぐに処理できないのか」とい
う専門的判断の必要性を理解しない要
求

代替方法の主張
「もっと簡単な方法があるはずだ」と
いう素人判断の押し付け

安全性に関わる慎重な取り扱いの必要性を説明しても理解されず、不当な要求をされるケースが想定されます。



重大リスク

「お客さんが暴力的な暴言を言うお客さんがいて心が傷ついて辞めました」

カスタマーハラスメント対策を怠った場合、従業員から会社が訴えられるリスクがあ
ります。従業員が退職し、「会社側が対策をしていなかった」として訴訟を起こされ
る可能性が指摘されています。



1 経営リスク

2 法的責任

3 労務管理

4 従業員保護

5 現場対応

これは、カスタマーハラスメントが単なる顧客対応の問題ではなく、労務管理や企業防衛の重要課題であることを示しています。適切な対策を講じ
ていない場合、企業としての責任を問われる時代になっているのです。



労働契約法第5条
企業や自治体には、従業員が生命・身体等の安全を確保しつつ労働で
きるよう必要な配慮をする義務（安全配慮義務）があります。

損害賠償責任
悪質なカスハラを放置し、「お客様だから我慢しろ」と現場に犠牲を
強いた結果、従業員がうつ病やPTSDを発症した場合、組織は安全配慮
義務違反として損害賠償責任を問われる可能性があります。

重要: 組織的なカスハラ対策は、従業員保護と経営リスク管理の両面から不可欠です。



対策編

ポータブル蓄電池リサイクル業界におけるカスハラ対策は、予防、対応、事後ケアの
三段階で構築する必要があります。



予防策
ハラスメントを未然に防ぐための仕組みづく
り
• 明確な基準の設定
• 事前の情報提供
• 期待値の調整

対応策
発生時の適切な対処方法
• マニュアルの整備
• 証拠の保全
• 組織的対応

事後ケア
被害を受けた従業員のサポート
• メンタルヘルスケア
• 法的支援
• 再発防止



受入基準の明確化
何が受け入れ可能で、何が不可能かを明確に定義し、ウェブサイト
や案内資料で分かりやすく提示します。

費用の事前明示
リサイクル費用や送料負担について、申し込み前の段階で明確に表
示し、「無料だと思った」という誤解を防ぎます。

処理フローの説明
廃棄から処理完了までの流れ、所要時間、返還不可能になるタイミ
ングなどを事前に説明します。

禁止事項の明記
暴言、脅迫、不当な要求などのハラスメント行為は対応を拒否する
旨を明記します。



申し込み時の確認
申し込みフォームに以下の確認項目を設けます:
• 対象製品であることの確認
• 費用負担への同意
• 返還不可への理解
• 処理期間への了承

FAQ の充実
よくある質問と回答を充実させ、問い合わせ前に疑問を解消できるよ
うにします:
• 費用に関する質問
• 対象製品に関する質問
• 処理方法に関する質問
• トラブル時の対応



担当者によって対応が異なると、「あの人はいいと言った」という言質を取られ、攻
撃の隙を与えます。組織として「受入不可」の基準を明確化し、誰が対応しても同じ
回答ができるように徹底する必要があります。



01
ハラスメントの定義
どのような行為がハラスメントに該当するかを具体的に列挙します。

02
対応の基本方針
冷静に、毅然と、組織として対応するという基本姿勢を明確にします。

03
エスカレーション基準
どの段階で上司や管理部門に報告・相談するかの基準を設定します。

04
対応の打ち切り基準
どの時点で対応を打ち切り、警察や弁護士に委ねるかの基準を設定しま
す。



通話録音
電話対応は全て録音し、「この通話は品質向上のため録音しています」
と事前に告知します。

メール・フォームの保存
すべてのメールやフォーム送信内容を保存し、やり取りの履歴を残しま
す。

対応記録の作成
日時、内容、対応者、結果などを詳細に記録し、組織内で共有します。

物的証拠の保全
送付された製品の写真撮影、開封時の動画記録などを行います。



孤立させない原則
トラブル発生時は必ず複数名で対応し
、担当者を孤立させません。一人が対
応し、もう一人が記録や通報を行う役
割分担を明確にします。

上司・管理職の役割
管理職は、従業員を守るために矢面に
立ち、必要に応じて弁護士や警察と連
携する体制を整えます。「お客様だから
我慢しろ」という姿勢は絶対に取りま
せん。



レッドラインの設定
「土下座強要」「暴力」「⾧時間居座り」「
脅迫」などのレッドラインを明確に設定

即時通報
レッドラインを超えた場合は、躊躇なく警察
に通報する体制を構築

法的措置
必要に応じて弁護士に相談し、法的措置を検
討

110番通報訓練などを実施し、現場が躊躇なく通報できる体制を整えることが重要です。



強要罪 「土下座しろ」と怒鳴り、無理やり膝をつかせる行為 刑法223条
威力業務妨害罪 大声で騒ぎ立てる、机を蹴る、業務を妨害する行為 刑法234条
不退去罪 退去を求められても正当な理由なく居座り続ける行為 刑法130条
恐喝罪 「ネットに晒されたくなければ金を出せ」など畏怖さ

せて金品を交付させる行為
刑法249条

脅迫罪 「殺すぞ」「火をつける」など生命・身体への害悪を
告知する行為

刑法222条



心理的サポート
「自分が悪かったのではないか」と自責の
念に駆られる従業員に対し、「あなたは悪
くない」と組織が明確に伝えます。

産業医との連携
産業医によるカウンセリングや、必要に応
じた休職・配置転換などの配慮を行います
。

研修の実施
採用時の研修において、カスハラ対応（ア
ンガーマネジメント、アサーティブ・コミ
ュニケーション）を教育カリキュラムに組
み込みます。



民間取引においては、契約書に「ハラスメント条項」を盛り込み、暴言や不当要求があった場合の即時契約解除や取引停止を明記することが有効です。



1
定義条項
「本契約において、ハラスメントとは、暴言、脅迫、不当な要求、
⾧時間の拘束、その他従業員の尊厳を傷つける行為をいう」

2
禁止条項
「申込者は、当協会および関係事業者の従業員に対し、ハラスメン
ト行為を行ってはならない」

3
措置条項
「申込者がハラスメント行為を行った場合、当協会は事前の通知な
く本契約を解除し、サービスの提供を停止することができる」

4
損害賠償条項
「ハラスメント行為により当協会または関係事業者に損害が生じた
場合、申込者はその損害を賠償する責任を負う」


